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１．はじめに 

過去の夏季研修会で LoRa（ローラ）通信については 2018 年の「新通信方式による土石流警報システ
ム・のび太安全管理システムの開発」、2020 年の「独立電源と LoRa 通信によるインターネット地盤観測
システムの構築」によりその通信方式の有用性と地盤観測システム「のび太」への応用について紹介して
きた。2023 年には「新型土石流警報システムの開発」で開発段階にある LoRa 通信方式の土石流センサー
（土石流警報システム）の報告を行った。 

今年度、LoRa 通信を用いた土石流センサーを「LoRa 通信土石流センサー」として製品化し、レンタ
ル・販売を開始したので改めて本稿で紹介する。 

２．LoRa 通信土石流センサーとは 

ワイヤーセンサーを用いて河川上流の土石流を検知し、河川下流にある警報機を動作させて住民や工
事作業員の避難を促すシステムにおいて、上流から下流へ警報信号を伝える無線に LoRa（Long-Range；
長距離）無線通信を用いた土石流センサー。 

従来型特小無線（FSK 方式など）に比べて同条件なら通信距離が 10 倍以上得られる。ただし、通信に
1.2 秒の時間がかかる。（従来型特小無線は瞬間的） 
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    LoRa 通信土石流センサー システム構成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．LoRa 通信と「従来型」特小無線について 

これまで使用してきた特小無線（特定小電力無線の略）を「従来型」特小無線とする理由は、LoRa 無
線も特小無線だからである。「特小無線」とは低出力で免許や登録を必要としない誰でも使える無線通信
であり、電波法で周波数帯と電波の強さの上限が定められているものを言う。特小無線で一般的な FSK

（周波数偏移変調）方式に対し、同じ特小無線の中でも CSS（チャープスペクトラム拡散変調）方式によ
り省電力で長距離通信が得られるものを一般的に LoRa（長距離）通信と呼び、LPWA（Low Power Wide 

Area；低電力広域）向けの通信のひとつとされている。 

４．LoRa 通信土石流センサーの開発経緯 

最近 LPWA で特に注目されるようになったが、LoRa（CSS）通信自体はそれほど新しい技術ではない。
これで長距離通信が出来るのなら、最初から LoRa 通信で土石流センサーを作れば良かったのではと思わ
れるかもしれない。しかし市販されている LoRa 通信モジュール（通信機内の電波の送受信を行う部品）
を使って土石流センサーを作るのには問題があった。 

土石流の多くは 500m 以下の河川で発生しており、ワイヤーセンサーを下流から 300ｍの位置に設置し
たとするとワイヤーが切れてから土石流が下流まで到達するのに 15 秒〜60 秒（土石流の速度；5〜20m/s）
ということになる。 

ところが市販の LoRa 通信モジュールを使用した通信機では信号の伝達に数十秒（標準仕様で 30 秒）
かかってしまう。これを土石流センサーの通信に使用すると、ワイヤーが切れてから警報機が動作する
前に土石流が下流まで達する（逃げる間もない）ことが充分に起こり得る。CSS という変調方式に時間が
かかるのは、通信を幅広い周波数帯で何度も変調を繰り返して受信感度を上げるためであるが、その代
わりに通常の FSK の 10 倍以上の通信距離が得られる。すでに当社でも地盤の定時観測システム（のび太



システム）ではいち早く LoRa 通信を取り入れてデータ通信を行ってきた。定時観測（10 分や 1 時間間
隔）でのデータ収集では 1 回の通信に数十秒かかったとしても、データの推移を見る上でそれほど影響
がないからである。 

省電力で長距離の通信が得られる LoRa は、未だインターネット環境や電源の無い山間部で長距離のデ
ータ転送を行うために大変有用であり、通信に時間がかかるという点さえ解決すれば土石流センサーへ
の適用も可能であった。このため、（株）シンク・フジイ、（有）青電舎、（株）サーキットデザインの 3

社で接点信号に特化して極力、通信時間を短くしたプロトコル（ファームウエア）を持つ特殊 LoRa 通信
モジュールとそれを実装した土石流センサーの共同開発を行った。その結果、通信距離は従来型特小無
線の 10 倍以上（見通し 10 ㎞以上）通信時間がほぼ即報と言える 1.2 秒の 429MHz 特殊 LoRa 無線通信土
石流センサーの開発に成功したことを 2023 年の夏季研修会で報告した。 

５．LoRa 通信土石流センサーのレンタル・販売について 

土石流監視業務が定常的に発生するなら施工業者も機器の扱いを習得して業務に備えることもできる。
しかし土石流監視は土石流災害発生後の堰堤建設工事のように突発的に生じる業務であり、この業務に
備えて待っている業者はほとんどいない。弊社に土石流センサーの問い合わせをしてくる業者のほとん
どが土石流監視の経験がなく、機器の使用以前に何から準備すれば良いのか分からない場合が多い。 

このため弊社では LoRa 通信土石流センサーの貸し出しや販売だけではなく土石流監視業務の準備段
階から相談に乗り、様々な助言や手伝いを含めて監視業務終了までフォローする体制で臨むこととした。 

LoRa 通信土石流センサーはホームページで製品の機能よりも業務の流れや業務の各段階で必要になる事
項についての説明に重きを置いている。土石流監視業務を行うにあたって、先ず現場の事前調査や計画
の立案、実際の現地踏査に基づく計画修正や見積もり、ワイヤーセンサーの設置方法から通信機器の設
置方法、通信試験など各段階に必要な資材まで解説している。LoRa 通信機器の取扱説明書は実際に現場
で設置する手順で機器の説明を記載した。 

  シンク・フジイホームページ 土石流センサーのページより 

  「土石流の監視が必要になったら」          「土石流監視業務の流れ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



    「ワイヤーセンサー設置方法」          取扱説明書（バッテリーケーブル接続） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シンク・フジイ LoRa 通信土石流センサーホームページ（Google Site 版） 
・ご相談・ご注文からの流れ；https://sites.google.com/view/thinkhp/products/debris-flow1/deblis-flow2/rental1 

・土石流監視業務の流れ  ；https://sites.google.com/view/thinkhp/products/debris-flow1/deblis-flow2/rental4 

・ワイヤーセンサー設置方法；https://sites.google.com/view/thinkhp/products/debris-flow1/deblis-flow2/rental3 

ホームページで以上の例のように示した手順・方法やテクニックはこれまで弊社は自社だけのノウハ
ウとして公開してこなかったものを多く含むが、これを現場でスマートフォンやタブレットで参照しな
がら作業を行うことができる。 

業務の各段階で弊社は業務受注業者に寄り添って連絡を取り合い、準備から設置、監視中のイベントや
トラブルへの対処方法について助言・提案を行い、また作業員、経験者が不足している場合などは弊社や
協力業者から派遣するなど業務に踏み込んだ形で関わっていく。土石流監視業務について未経験な施工
業者であっても安心して業務を受注できるように配慮していくつもりである。 

６．おわりに 

 本稿は 2023 年度に投稿した「新型土石流警報システムの開発」では開発・試験段階だった LoRa 通信
土石流センサーの続報である。製品版と製品化とレンタル・販売のためのホームページの紹介など前回
報告の補足的内容となっている。本稿では触れていない LoRa 通信の通信距離や製品の特長については
2023 年度報告をご覧いただきたい。 

弊社はこれまで特小無線式土石流センサーを基本的に自社の受託業務でのみ使用し、特別な場合以外
は販売もレンタルも行ってこなかった。従来型は多数の機能を持たせ様々な応用が利くようにしたため、
初めて使う施工業者には分かりにくく扱いが難しい。また、通信距離が従来型特小無線は見通し 800ｍと
なっているが、実際の設置現場では障害物のため通信距離が短くなり、300ｍ程度であっても通信が届か
ない現場も多い。この通信の可否の判断も難しく、通信機器の扱いに慣れてなければ使用が躊躇われた。 

LoRa 通信土石流センサーは通信距離が同条件なら従来型特小無線の 10 倍以上になる。通信の可否に
ついて多くの現場で迷わずに済む。もちろん大きな障害物の陰や深い谷に入れば従来型特小無線だろう
が LoRa 無線だろうが届かなくなるが、多少の障害物であるなら電波の回折により障害物の背後に回り込
むため通信可能となる。この回り込み特性は電波の周波数が低い（波長が長い）ほど強くなる。通常の特

https://sites.google.com/view/thinkhp/products/debris-flow1/deblis-flow2/rental1
https://sites.google.com/view/thinkhp/products/debris-flow1/deblis-flow2/rental4
https://sites.google.com/view/thinkhp/products/debris-flow1/deblis-flow2/rental3


小無線（2.4GHz）や他の多くの LoRa 無線（920KHz）に対しても弊社製品の LoRa 通信（429MHz）は回
り込みが大きいため山間部など障害物の多い場所で有利である。 

 労働安全衛生法 第二編 安全基準 第十二章 「土石流による危険の防止」には、「事業者は土石流危険
河川において建設工事の作業を行うときは、土石流が発生した場合に関係労働者にこれを速やかに知ら
せるためのサイレン、非常ベル等の警報用設備を設け、関係労働者に対し、その設置場所を周知させなけ
ればならない。事業者は、前項の警報用の設備については、常時、有効に作動するように保持しておかな
ければならない」とある。ならば土石流のおそれがあるために建設する砂防堰堤の建設現場では警報装
置を備えた土石流監視機器が不可欠ということになるのだが、これによる警報装置の設置を義務付けて
いる国土交通省の現場や大規模な堰堤建設現場以外では未だに監視員を置いてこれに代えるとする現場
も多い。以前は土石流センサーについて積算標準もなく土石流センサーそのものに対する認知度が低か
ったこともあるが、度重なる集中豪雨による土石流災害や全国地質調査業協会連合会（全地連）による全
国標準積算資料の「土石流監視システム」の歩掛などにより土石流センサーは土石流災害復旧工事にお
いて一般的になりつつある。 

今後シンク・フジイでは、今回の夏季研修会で同時に紹介する「ネット併用落石・土石流センサー」と
共に「LoRa 通信土石流センサー」を協力業者との連携により全国展開を試みていく。 
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